
 

議事要旨 

 

用 件 令和 8年度 第 2回 富士見町長期総合計画審議委員会 

月 日 令和 8年 8月 25日 19：00～21：00 

場 所 富士見町役場3階会議室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概 要 

出席者 

委員：15 名 

町長、副町長、企画財政課長、企画統計係長、企画統計係伊藤 

 過半数の出席により、委員会条例第 6条の規定に基づき会議成立。 

1．開会 

2．町長あいさつ 

3．自己紹介（前回欠席の委員） 

4．欠席委員からの意見共有 

 ・前回、総合計画に優先順位をつけるべきとの意見があったが、行政の総合計画に優先順位

をつけるべきではない。重要度の表示はよいが、順位づけは年度ごとに町長が示せばよいもの

である。 

5．議事 

■議事 1：第 6次総合計画（前期計画）KPI 進捗について 

＜事務局説明＞ 

・前回、前期KPI の振り返りが不十分との複数意見を受け、一覧表および詳細版を作成した。 

・詳細版には、目標達成のために工夫したこと、未達成の要因（内的要因・外的要因）、今後必

要となる施策を記載した。 

・前回指摘のあった担当係のみによる分析を改め、課長級職員が全員出席する会議において、

組織横断的に一項目ずつ検討、分析した。 

・詳細版の「今後必要となる施策」は、後期計画の骨子案に反映済みである。 

＜質疑等＞ 

（委員） 

 子育て分野の指標「自己肯定感」はどのように数値化しているのか。 

（委員） 

 全国学力学習状況調査における児童生徒の回答（「自分には良いところがあると思うか」等）

を、指標の目安として使用している。 

 

■議事2：第 6次総合計画（後期計画） 骨子案について 

＜前回の振り返り＞ 

・KPI は全 104 項目（うちアンケート由来 28 項目）。達成率は 6 割以下と厳しい状況であり、

特に重要施策の達成率が低い。 

・人口目標は 2045 年に 11,000 人を維持（年間 120 人減までの抑制）。2026 年時点のベ

ンチマーク 13,275 人に対し、現状は目標を下回る可能性が高い。 

・町外企業誘致数、DX、出生数、経常収支比率など、人口および財源に直結する分野に課題が

残る。 

・住民懇談会およびテーマ別対話の会（農業、健康・福祉 148件、集落・地域92件、観光548

件等）、住民アンケート（意見784件／回答者284名、うち約71％が50歳以上）の意見を骨

子案に反映した。 

・アンケートでは、自世代向け施策よりも、若い世代の定着とそれを支える財源確保を優先して

ほしいとの声が多かった。定住意向は全体で8～9割であるが、34 歳以下で低い。 

・若者ヒアリングから、若者の考える課題や論点が見えてきた。今後、オンラインフォーム等によ

り、量的なアンケート調査を実施する予定である。 

＜後期計画の骨子案＞ 

これまでの対話の会やアンケートなどから重点施策を作成した。①選択、②投資、③住民の暮ら

しを支え続けるまちづくりの 3つの項目に分けている。 

それぞれの全体KPI や具体的な施策は別紙のとおり。 

＜質疑等＞ 

（委員） 



 サウンディング調査とは何か。 

（町長） 

 町が保有する公共施設や土地について、これまでは民間からの要請を待つ姿勢であったが、

町側から情報を提示し、民間事業者の関心や活用意向を調査するものである。 

（委員） 

 全体 KPI と各施策のKPI は 2段階の構成という認識でよいか。 

（町長） 

 そのとおりである。ただし、本日はKPI の議論に偏らないよう、あえて施策レベルのKPIは示

していない。次回以降、KPI も含めて審議いただきたい。前期は KPI 数が多すぎた反省があ

り、絞り込みたいと考えている。 

（委員） 

 社会増減など、自らコントロールしにくい大きな指標が並んでいる。次の段階で、評価しやす

い指標へ整理してほしい。テーマの内容自体に異議はない。 

 経常収支比率 85％は、人件費・扶助費の削減が困難な中、骨子案の施策から達成の道筋が

見えない。基金 20 億円以上については、事業の棚卸しや公共施設マネジメント、ライフサイク

ルコストの記載から一定理解できる。あわせて、リニア中央新幹線開通による山梨県駅からの

アクセス性、東京通勤圏化の可能性について町の考えを伺いたい。 

（町長） 

 経常収支比率は「選択」のみでは達成できず、①②③全体、または①②の両方に係る KPI と

して位置づけるのが適切である。全体 KPI に留める形を検討する。詳細は行財政改革審議会

のアクションプランにおいて検討を進めている。 

（副町長） 

 リニアの効果は、民間事業者による将来像の検討でも示されており、社会増減や生産年齢人

口の観点から重要である。現在記載がないため、役場内で議論の上、盛り込みたい。 

（企画財政課長） 

 町の財政規模約 100億円に対し、約 5億円の捻出が必要となる。ふるさと納税の拡大、補助

金・負担金の適正化、公共料金の受益者負担の見直し、働き方改革による人件費の削減など、

選択と投資の両面から取り組む。行財政改革の方針が定まり次第、総合計画に反映する。 

（委員） 

 防災について、住民の避難だけでなく、自治体の BCP および企業の BCP という文言を盛り

込むと、災害に強いまちづくりが明確になる。また、AI 活用について、バックオフィス支援は各

所に散りばめられているが、国の成長戦略を踏まえ、ものづくり企業と AI の連携をテーマとし

て加えてはどうか。あわせて、生成 AI を搭載した製品・サービス開発などへの支援も念頭に置

いてほしい。 

（町長） 

 行政 BCP は盛り込みたい。企業 BCP は周知活動として検討する。AI については、②の仕

事づくりの中で、魅力ある企業との連携として位置づけたい。企業誘致のターゲットも、製造業

中心から、AI 関連など小規模でも魅力ある企業へ広げたいと考えている。生涯学習課で実施

しているリスキリング事業（女性の在宅就労支援）を発展させ、AI・SNS・デザイン人材を育成

し地元企業へ派遣する仕組みも検討している。 

（担当） 

 町内部では今年度から生成 AI を全庁導入しており、浸透率は高い。県が実施する AI 導入

企業の紹介やマッチング等も参考に、町が仲介する支援も考えられる。まずは町が率先して活

用する姿を示していきたい。 

（委員） 

 中小零細企業には専門人材が乏しく、AI 活用は容易ではない。一方、富士見町は災害が少

なく、水と電力の条件から AI データセンターの誘致が有望である。ただし、都市計画との整合

が取れていない点が課題であり、都市計画を含めた企業誘致の検討を求める。 

（委員） 

 農業分野について。専業・兼業の個人農家の所得向上につながる AI 活用に目を向けてほし

い。町内法人ではAIにより生産計画から栽培履歴管理まで行い、圃場作業は外国人が担う実

態がある。親から引き継いだ農地で生計を立てられるような支援が必要である。 

（町長） 

 法人で AI 活用が進む一方、個人・兼業農家に恩恵が及んでいない状況と認識した。八ヶ岳

農業大学校は AI と農業に関する知見があり、話を聞いている。富士見高校との連携を進めて

おり、兼業農家への展開を専門家の意見を聞きながら研究したい。 



（委員） 

 テクノ街道沿いのインター方面で森林伐採が進んでいるが、骨子案との関係はどうか。 

（事務局） 

 当該開発は民間による開発であり、町が誘致したものではない。一方、優良企業の誘致は町

の施策として、骨子案の企業誘致に含めて進めていく。 

（委員） 

 ③の「共働きや核家族でも子育てしやすい環境」は、限定的な表現に感じる。現場では少子化

の視点が重要である。また「学校・保育園の配置方針に沿った魅力ある教育環境づくり」は、順

序として町が配置方針を示すべきではないか。 

（町長） 

 こども計画の調査で、共働き世帯・移住世帯の支援不足が顕著であった背景があるが、限定

的に読めるため「少子化の中でも子育てしやすい」等へ表現を改めたい。働いていない母親が

肩身の狭さを感じるという声も承知している。配置方針は現時点で未定であり「（仮）」として読

み替えていただきたい。魅力ある教育環境のために方針を示すという趣旨は、ご指摘のとおり

である。 

（委員） 

 ②の町外への効果的な情報発信について、発信後の受け口、その後のアクション、移住への

接続までを方針に含めるべきである。また、重点施策としての「地域おこし協力隊の起用」とい

う記載には違和感がある。協力隊に依存せず、町として進める記載に改めるべきである。 

（町長） 

 今年度から外部人材を登用し発信戦略を策定中であり、ターゲットへのリーチ後の接続まで

戦略に描きたい。「地域おこし協力隊の起用」は適切でないため、町として子育て環境をPRし、

移住につなげる記載に改める。 

（委員） 

 資料が大量にあり、その場で意見を述べることが難しい。次回何を議論するのかを事前に示

してほしい。また、横文字が多く、理解に時間を要する。 

（事務局） 

 大量の資料をポイントを示さずそのまま送付した点は反省である。今後は、当日議論する内容

や、事前に考えておいていただきたい点を添えて事前送付する。 

（委員） 

 ③「いつまでも元気で活躍できる生活支援」に、介護予防の視点を明記してほしい。健康寿命

の延伸は本人の幸せだけでなく、働く世代の負担軽減にも直結する。生活支援コーディネータ

ーの負担は大きく、支える手を増やす必要がある。介護保険では対応が難しい領域（ペット用

品の買い物、墓参りや冠婚葬祭の付き添い、友人との外出等）を担う民間事業者と連携し、介

護予防の観点で取り組む枠組みを設けてほしい。入院や免許返納を契機に状態が急激に低下

する例があり、シームレスな支援が必要である。 

（町長） 

 元気でいてもらうための施策と、支える手を増やすという観点の記載がないため、盛り込みを

検討する。 

（委員） 

 住まいの「宅地造成事業の事業者への周知」等に対し、ライフラインの整備は町として考えて

もらえるのか。 

（町長） 

 ライフラインは③の安心安全の基盤整備に大括りで含めているが、現在の生活を支えるインフ

ラと、新たに来てもらうためのインフラ整備を分けて考える必要があると認識した。記載を工夫

したい。 

（副町長） 

 移住定住政策の柱として、宅地分譲時の上下水道引き込みに対する補助制度を設けている。

既存本管からの引き込みは対応可能であるが、本管が未整備の地区への新規整備は、現時点

で優先順位が高いとは言えない。農業集落排水を公共下水道へ接続する方向など別の検討も

進めており、一つの政策として整理する必要がある。 

 

■議事3：計画の見せ方について 

 これまでの総合計画は文字中心で「読んでもらう」構成であった。概要版（図・イラスト・やさし

い言葉）と詳細版に分ける方向で進めてよいか。 

（委員） 



 AI を活用すれば図やイラストも作りやすい。文字だけでは読み切れず、若い世代も高齢者も

わかりやすい方がよい。 

（委員） 

 食育推進計画でも概要版を全戸配布し、詳細版は冊子で作成した。病院の待合室やロビー、

役場ロビーなど、気軽に手に取れる場所に置いてほしい。 

（委員） 

 概要版は必要である。加えて、子ども版もあるとよい。大人が理解しにくい内容を子どもが理

解する例もある。 

（委員） 

 支出削減など厳しい内容が中心になりがちであるため、明るい未来像が伝わる表現としてほ

しい。 

（委員） 

 概要版に加え、カードゲームやボードゲーム等のワークショップ形式により、子どもと大人が一

緒に楽しめる伝え方も一案である。 

 

6．事務連絡 

今後の審議会開催予定 

  第 3 回 11 月 9日 

  第 4 回 12 月 14 日 

  第 5 回 1 月 26日 

・次回は、骨子案をより具体化した素案を提示する予定である。 

・それまでの間、各委員の関係分野について資料を確認し、表現や施策に関する意見を事務局

まで随時ご連絡いただきたい。いただいた意見は素案に反映する。 

・今後、住民懇談会およびパブリックコメント等により住民意見を聴取する。3 月議会での議決

が必要となるため、それに向けて進めていく。 

7．閉会 

 


